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緒言 

口蓋裂手術の目的は、硬口蓋・軟口蓋の裂を閉鎖すると同時に軟口蓋の筋肉の再構成

を行い、鼻咽腔の機能的改善を図ることにある。これにより、発音や嚥下機能を著しく

改善することができる。口蓋裂手術が顎顔面の成長発育に大きく影響することは、古く

より認識されていたことではあったが、口腔の機能回復に主眼が置かれていた。 

Graber（1949）が顎発育分析を行い、手術による顎顔面発育障害を指摘して以降、こ

の問題が注目されるようになった 1)。Ross（1970）は、手術によって生じた口蓋前方か

ら蝶形骨鉤状突起まで続く瘢痕が、個別の骨の成長を阻害していると指摘した 2)。 

口蓋裂手術の際に生じる口蓋前方部および歯槽骨部に近い部分の骨露出面は、術後直ち

に上皮に覆われて治癒へ向かうが、歯槽骨に対する血管分布障害や瘢痕形成をきたす。 

この創部治癒過程において、強い瘢痕収縮が生じているのではないかと推察される。 

Linsay（1971）は、von Langenbeck 法と Push-back 法を比較し、患側セグメントの内側

への位置的変化（collapse）の発現率が 12％と 62％であったと報告した 3)。 

この結果より collapse の主な原因は、骨露出面積の差、すなわち瘢痕であるとされた。 

Pruzansky、Aduss ら（1964）は、collapse が交叉咬合の主要因であると指摘した 4)。 

瘢痕によって歯の萌出や歯槽突起の下方成長が抑制されるため、前方歯槽突起の後方傾

斜などの理由で交叉咬合が生じやすいと考えられる。 
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さらに、Herfert （1958）は、成犬を用いた実験的研究により、口蓋粘膜の剥離や口蓋

動脈の結紮を行うことで、硬口蓋部での狭小化が生じると報告した 5) 。Kremenak、Wada

ら（1967,1978）は Herfert と同様の成犬を用いた実験的研究により、口蓋動脈結紮や口

蓋粘膜剥離では成長障害は認めないが、骨露出の状態が口蓋幅径の著しい狭小化を招く

ことを示した。また、肉芽組織中に多量の筋線維芽細胞の存在を認めることから、術後

の創部収縮機序が、二次的顎形態変化を誘発する初期段階での主要因であるとした 6.7)。 

これらの結果からも、骨露出面の治癒過程における瘢痕収縮が、顎成長に大きく影響を

与えていると考えられる。 

口蓋裂手術の施行時期について、本来の手術目的である鼻咽腔閉鎖機能に関しては早

期の手術がより効果的であるとされている。しかし Bernstein（1978）をはじめ、多くの

臨床研究から、早期に手術を行うことで中顔面の発育障害を招くと報告されている 8.9)。 

鼻咽腔閉鎖の早期獲得は重要な課題であることから、軟口蓋のみを初回手術にて閉鎖し、

時期を経てから硬口蓋を閉鎖する two-stage repair の方法が考えられるようになった。 

Perko（1979）は、1 歳で軟口蓋を閉じ、4-5 歳で硬口蓋を閉じるチューリッヒアプロ

ーチ（晩期二期的口蓋裂手術法）により、早期に硬口蓋を閉鎖した場合と比較して、中

顔面の成長が著しく改善すると報告している 10)。しかし、その後の調査により、チュー

リッヒアプローチにて前方硬口蓋の裂を長期間残存させた患者は、正常な構音の習得が

困難となることが報告されている 11.12)。  
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Furlow 法による口蓋裂手術において、晩期二期的口蓋裂手術法を適用した場合、良好

な言語成績は得られていない 13)。この問題を改善するため、Rohrich ら（1996,2000） は、

軟口蓋閉鎖と硬口蓋閉鎖の間を短い期間で行う二段階の口蓋裂手術（早期二期的口蓋裂

手術法）を提案した 14.15)。 

これらの口蓋裂手術法の考え方の歴史的変遷に合わせる形で、大阪大学歯学部附属病

院口腔外科１（制御系）でも手術法の変更を行ってきた。 

本研究は、次に記載する当科で行ってきた 4 つの主な口蓋裂手術法の口蓋裂手術前か

ら 5 歳までの顎形態の変化を分析し、手術侵襲の様式による顎発育への影響を検討した

ものである。 

本研究は、大阪大学大学院 歯学研究科 倫理委員会の承認を得ている（H25-E12）。 
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口蓋裂手術法 

1) 一期的口蓋裂手術法 

1-1) Wardill-Kilner  Push-back 法（以下 PB 法） 

現在でも広く一般的に行われている口蓋裂手術法で、生後 12-18 か月で軟口蓋硬口蓋

を一期的に閉鎖する方法である 16)。当科では 1998 年頃まで施行されていた（図 1）。 

両側の口蓋セグメントより粘膜骨膜弁を形成し、軟口蓋部分も含めて後方へ移動させ

る方法である。粘膜骨膜弁は大口蓋血管神経束とのつながりを持つが、弁の自由性が大

きく、裂縫合の際の緊張は少ない。口蓋骨膜の広い範囲が剥離され、また術後の骨露出

面が前方口蓋を中心として大きいのが特徴である。 

 

1-2) Segmental yoking plate を用いた口蓋裂手術法（以下 SYP 法） 

術式のほとんどは Push-back 法に準ずるが、裂内側への術後収縮を防止するため、チ

タンミニプレート（4 穴 2 スクリュー）を用いて口蓋の固定を行う方向である（図 2）。

プレート固定を行うため、術後約 3 年（48.1±2.1）か月で抜釘手術を行う必要がある 17)。

当科では 1998 年から 2000 年頃に施行されていた。 

骨膜の剥離範囲と、術直後の骨露出面の大きさは Push-back 法と同程度である。 
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2) 二期的口蓋裂手術法 

一期的口蓋裂手術法における骨膜損傷と骨面露出を減じる方策として、二期的口蓋裂

手術法が用いられる様になった。当科では、言語成績を考慮し、1 歳時に Furlow 法と

von Langenbeck 法を組み合わせた軟口蓋形成（図 3）を行い、1 歳 6 か月時に硬口蓋閉

鎖を行う早期二期的口蓋裂手術法（two-stage 法）を行っている 18.19.20)。軟口蓋形成から

硬口蓋閉鎖まで約半年間硬口蓋の自然成長を促すことで、裂幅は明らかに狭小する。 

 

2-1) 局所口蓋粘膜弁を用いた早期二期的口蓋裂手術法（以下 LF 法） 

硬口蓋閉鎖の際、局所口蓋粘膜弁（Local Palatal Flap）を用いる方法で、2008 年頃まで

施行されていた。狭小化した硬口蓋を、粘膜骨膜弁で閉鎖する方法である（図 4）。 

one-stage 法と比較すると、骨膜の剥離範囲が少ない方法ではあるが、硬口蓋側方に骨露

出面が生じる。   

 

2-2) 口唇粘膜弁を用いた早期二期的口蓋裂手術法（以下 VF 法） 

硬口蓋閉鎖の際、口唇粘膜弁（Lavial Vestibular Flap）を用いる方法で、現在当科にて

主に行われている口蓋裂手術法である。裂縁部の粘膜骨膜弁を鼻腔側に翻転して鼻腔側

を閉鎖した後、露出した裂部口腔側を口唇粘膜弁で閉鎖する方法である（図 5）。 

他の 3 法と比較して、非常に骨膜の剥離範囲が少なく、術後の骨露出が生じない。 
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研究方法 

研究対象 

当科にて口蓋裂手術を行った片側性唇顎口蓋裂患者のうち、PB 法、SYP 法、LF 法、

VF 法による口蓋裂手術を施行された患者で、顎顔面発育に影響を与えると考えられる

症候群を含む重篤な合併症を有する症例や、ホルモン分泌異常等の成長に影響する疾患

を有する症例を除いた男児 146 例、女児 96 例の合計 242 症例を研究対象とした。 

患者の内訳は、VF群 96症例、LF群 67症例、SYP群 28症例、PB群 51症例であった。 

本研究では、各群の傾向を詳細に把握するため、各群の症例数についての評価、検討は

行わず、研究資料の採取が可能であった全ての症例を研究対象としている。 

各群の詳細を表に示す（表1）。 

どの群においても性別では男性が多く、裂側は左側が多い傾向にあった。 

用いられている手術法の選択は、出生時期に基づくものであり、術前の裂幅やその他の

要因によって選択されたものではない。 

出生時データ（表2）、口唇裂口蓋裂手術の施行時期の月齢（表3）を表に示す。 

在胎週数は約39週（39.3±1.2週）、出生体重は約3100g（3126.5±452.7g）であり、各群間

での差は認められなかった。 

口唇形成術は生後約3か月（3.3±0.9か月）に施行され、各群間での差は認めなかった。 
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口蓋裂手術は、one-stage法であるPB群、SYP群においては生後約14か月（14.3±1.7か

月）で軟口蓋、硬口蓋の閉鎖が行われ、two-stage法であるVF群、LF群においては生後約

12か月（11.8±8.7か月）で軟口蓋形成、生後約18か月 (18.6±2.1か月）で硬口蓋閉鎖が行

われていた。口蓋裂手術の施行時期に各群間での差は認めなかった。 

手術のうち、PB法の68％、SYP法の64％、LF法の78％、VF法の89％は同一術者（MK）

により施行されており、他の症例はMKの厳密な監督下にて行われていた。 

術後の臨床経過上、術者による相違は認めていない。 

 

研究資料 

口蓋裂手術（one-stage 法、two-stage 法の軟口蓋形成）術前の 1 歳時、two-stage 法の

硬口蓋閉鎖術前 1 歳 6 か月時、3 歳時、5 歳時（矯正治療介入前）の上下顎歯列模型お

よび 5 歳時の正面頭部 X 線規格写真 (矯正治療介入前）を研究資料として用いた。 

資料採得の時期について表で示す（表 4）。 

1 歳印象は平均 11.8±1.3 か月、1 歳 6 か月印象は 18.2±1.2 か月、3 歳印象は 38.7±4.0 か

月、5 歳印象は 62.8±4.8 か月で採得されていた。印象採得時期に各群間での差は認めら

れなかった。正面頭部 X 線規格写真は 63.3±6.4 か月で撮影していた。撮影時期に群間

での差は認められなかった。 
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研究方法 

研究１ 模型計測 

模型計測は、3Shape Dental System（3Shape Co.）にて各模型を3Dスキャニングし、HBM 

Rugle（Medic Engineering Co.）を用いて歯列長径、幅径、犬歯間距離、臼歯間距離、口

蓋の深さ、角度、口蓋の表面積の計測を行った。 

両側上顎結節、切歯点の3点を基準とし、それぞれの模型の平面合わせを行った。 

計測点のばらつきを最小限にするため、同一症例における全ての資料は、同一計測者

によって計測を行った。各々の計測値は、1 人の計測者が日を変えて 3 回ずつ同じ模型

を計測した結果の平均値とした。表面積、角度も同様に各 3 回ずつ計測し、その平均を

計測値とした。 

各模型の計測点（図 6）、口蓋の深さの計測部位（図 7）、角度計測の計測部位（図 8）

を示す。表面積は上顎結節（TT’）、歯肉頬移行部、顎裂辺縁を基準として計測した。 

 

研究 2 骨格と歯列の位置関係の検討 

骨格と歯列の位置関係を検討するため、VF 群 81 例、LF 群 45 例の合計 126 症例につ

いて、5 歳時の正面頭部 X 線規格写真を使用し、顔面の正中に対する上下顎乳中切歯の

偏位の有無についての検討を行った。左右の眼窩縁と斜眼窩縁の交点（Lo）を結んだ直

線の垂線で、鶏冠頸部の最も狭窄している部位（NC）を通るものを顔面の正中線 21)と
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し、上下顎左右乳中切歯切縁中点（AA’の中点）と正中線の一致率を調べ、変位を認め

る症例では、患側方向への変位を－（マイナス）、健側方向への変位を＋（プラス）と

し、偏位量の計測も行った。 

計測は日を変えて 3 回ずつ行い、その平均値を計測値とした。 

PB 群、SYP 群の患者が 5 歳となる 2005 年時点において、5 歳時点での正面頭部 X 線

規格写真の撮影がほとんど行われていなかったため、本研究は資料採取が可能であった

VF 群、LF 群の 2 群間での比較とした。 

 

研究 3 咬合評価 

VF 群 92 例、LF 群 42 例、PB 群 26 例の計 160 症例の 5 歳時の上下顎歯列模型を用い

て、3 名の口腔外科医にて Modified Haddat / Bordenham Index 22）を用いた咬合の評価を

行った（図 9）。顎裂部の B を除く全ての歯を－3 点から＋1 点にスコア化し、正常咬合、

切端咬合、反対咬合の評価行い、手術法による咬合関係の違いを分析した。 

評価は日を変えてそれぞれ 2 回ずつ行い、評価者内検定、評価者内検定を行った。 

SYP 群が 5 歳になる 2005 年前後において、下顎の印象採得が行われていない症例が

多かったため、本研究は VF 群、LF 群、PB 群の 3 群間での比較となった。 
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統計学的解析 

本研究において、データは全て平均値で示した。術前のデータに関しては、各群間比

較にKruskal‒Wallis testおよびStudent t-testを用いて統計学的解析を行った。 

各種計測値に関しては、repeated measure two-factor ANOVA、post-hoc Tukey-Kramer法 

を用いて統計学的解析を行った。評価者内検定、評価者間検定は、重み付きkappa係数

（2次の重み付け）を用いて評価を行った。 

解析ソフトはIBM SPSS Statistics 24を使用し、p値0.05未満を有意とした。 
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研究結果 

研究１ 模型計測 

1) 口蓋裂手術前の裂の形態 

口蓋裂手術前の裂幅の計測結果を示す（表 5）。 

1 歳時の㏄’は平均 6.65±3.0 ㎜、mm’は 11.85±3.27 ㎜、tt’は 12.77±2.55 ㎜であった。 

それぞれの群間に差は認められなかった。また、1 歳 6 か月時の cc’は 4.26±2.32 ㎜、 

mm’は 6.44±3.39 ㎜であった。VF 群、LF 群の間に差は認められなかった。 

2) 長径（A-TT’） 

模型の計測結果（表 6）、1 歳から 5 歳までの成長率のグラフを示す（図 10）。 

グラフは、１歳時点の結果を 100％とした場合の成長率を示している。 

長径は VF 群と PB 群、LF 群と PB 群の間に有意な差（p<0.01）を認めた（表 6）。 

成長率のグラフからも two-stage 法と one-stage 法では明らかな成長の差が見受けられた

（図 10-A）。 

3) 幅径（TT’） 

VF 群は他の 3 群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。また、LF 群と

PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めた（表 6）。 

成長率のグラフからも two-stage 法と one-stage 法では 3 歳の時点ですでに明らかな成長

の差が見受けられた（図 10-B）。 
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4-1) 犬歯間距離（CC’） 

VF 群は他の 3 群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。また、LF 群と

PB 群、SYP 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めている（表 6）。 

成長率のグラフでみると、one-stage 法では成長に伴って狭窄を呈した。LF 群において

も one-stage 法と比較すると軽度ではあるが狭窄傾向を示していた。しかし、VF 群は他

群の様に狭窄傾向を示すことなく、良好な成長経過を辿っていた（図 10-C）。 

4-2) 犬歯間距離 患側（C’c）/ 健側 （Cc）  

VF 群、LF 群間に大きな差が生じているため、1 歳 6 か月以降の患側、健側の成長発

育の差を詳しく分析することした。しかし、術直後は印象採得が困難であり、Flap 挿入

直後の資料を得ることができないため、術後の形態を予測し、その結果をもとに成長率

の評価を行うことした。VF 法は、裂周囲約 1.5 ㎜の位置で披裂縁切開を加え、その上

に口唇粘膜弁を置いている。マージンを 1.5 ㎜と仮定した場合、術後の健側長は計測値

－1.5 ㎜、Flap を含めた患側長は計測値＋裂幅＋1.5 ㎜と仮定することができる。 

予測された術後形態と 3 歳、5 歳時の患側、健側の計測結果と成長率のグラフを示す

（表 7,図 11）。 

患側、健側の成長に有意差は認められなかったが、成長率のグラフより 3 歳以降、VF

群の患側の成長が良好である傾向にあった。 
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5-1) 臼歯間距離（MM’） 

VF 群は他群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。また、LF 群と SYP

群、LF 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めた（表 6）。 

成長率のグラフより犬歯間距離同様に one-stage 法では成長に伴って狭窄を呈した。 

LF 群においても one-stage 法と比較すると軽度ではあるが狭窄傾向を示していた。 

しかし、VF 群は他群の様に狭窄傾向を示すことなく、良好な成長経過を辿っていた 

（図 10-D）。 

5-2) 臼歯間距離 患側（M’m）/ 健側（Mm） 

犬歯間同様に VF 群、LF 群間に大きな差が生じているため、術後の形態を予測し、患

側、健側の成長発育の差を詳しく分析した（表 7）。 

健側の成長に差は生じていなかったが、患側では有意差（p<0.01）を認め、3 歳以降の

VF 群の患側の成長が良好であった（図 11）。 

6) 口蓋の深さ 

犬歯部、臼歯部の口蓋の深さの計測結果を示す（表 8）。 

犬歯部、臼歯部ともに統計学的有意差は認められなかったが、PB 群 < SYP 群 < LF 群 

< VF 群の順に深くなっていた。 
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7) 角度計測 

角度計測の結果を示す（表 9）。 

健側後方セグメント、健側前方セグメント、切歯角にそれぞれの群間での差は認めなか

った。しかし、患側では前方セグメントの VF 群と LF 群、VF 群と SYP 群（p<0.05）、

VF 群と PB 群（p<0.01）の間、後方セグメントの VF 群と LF 群（p<0.05）、VF 群と SYP

群、VF 群と PB 群（p<0.01）の間に有意な差が生じていた。 

8-1) 表面積 

表面積の計測結果と成長率のグラフを示す（表 10,図 12）。 

VF 群は他群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。 

また、LF 群と PB 群、SYP 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めた。 

成長率のグラフでみると、3 歳の時点で既に one-stage 群と、two-stage 群の間に発育の

差が生じており、3 歳以降では VF 群の成長が著しく良好であった。 

8-2）表面積（患側 / 健側） 

VF 群、LF 群間に大きな差が生じているため、口唇粘膜弁を含めた患側と健側の成長

発育の差を詳しく分析することとした。 

計測結果と成長率のグラフを示す（表 11,図 13）。 

3 歳以降、VF 群の患側が著しく成長していることが分かった。 
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8-3）口唇粘膜弁の面積 

挿入した口唇粘膜弁の大きさの変化についても検討を行った。 

計測結果を示す（表 12）。 

犬歯部を除く全ての部位で Flap の拡大認められた。3 歳時の Flap の平均面積 1.99±0.56

㎠、5 歳時は 2.48±2.66 ㎠であり、表面積も増大していた。挿入した口唇粘膜弁が成長

に伴い拡大していることが明らかとなった。 

 

研究 2 骨格と歯列の位置関係の検討 

上顎の正中の一致率は VF 群が 60.1％、LF 群が 31.4％であり、下顎の正中の一致率は

VF 群が 75.8％、LF 群が 45.7％であった。変位量の計測結果を示す（表 13）。 

VF 群は LF 群と比較し、正中の一致率が高いことが分かった。また、偏位が生じている

症例にいても、その程度はごく僅かであった。 

 

研究 3 咬合評価 

1) 評価者内、評価者間検定 

咬合評価は3名の評価者にて施行したため、評価者内検定結果、評価者間検定結果を

示す（表14,15）。 

評価者内検定、評価者間検定いずれにおいても0.91以上のperfect agreementであった。 
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2）MHB Index 

評価結果は、VF群が-4.22±3.28、LF群が-7.54±3.13、PB群が-11.85±3.79であり、VF群

が最も良好な値を示していた。VF群と他群、LF群とSYP群に有意な差を認めた

(p<0.01)（表16）。このことから、two-stage法を行うことでone-stage法と比較して咬合

状態が良くなり、さらに硬口蓋閉鎖でVF法を用いた場合、より良好な咬合関係が得ら

れることが示唆された。 

それぞれの歯ごとのIndexの結果（表16）を示す。 

全ての歯において、VF群が有意に高いスコアを示し (p<0.01)、全顎的に良好な被蓋関

係得ていることが明らかとなった。 

それぞれの歯ごとのスコアの分布をグラフで示す（図14）。 

どの群においても前歯部は反対咬合を呈しやすい傾向にはあった。臼歯部において

は、VF群が両側とも比較的正常咬合を呈しているのに対し、LF群は患側のみ反対咬合

である症例が多く、PB群では両側ともに反対咬合となる症例が多いことが分かった。 
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考察 

口蓋裂手術の際、上顎の骨膜損傷と骨面露出は必発する。未手術成人症例において

上顎の発育が良好であることから、口蓋裂手術が上顎の劣成長を引き起こす原因でる

と考えられている1)。顎の成長発育を阻害しないため、口蓋裂手術時の骨膜侵襲や骨面

露出を最小限にする必要があると考えられた。 

口蓋裂手術の際の骨膜侵襲と骨露出を最小限に抑えることにより、口蓋裂の顎の劣

成長を解消することができるのであれば、その後生じる顎変形は更に小さくなるので

はないかという仮説を立てた。PB法、SYP法、LF法、VF法では、骨膜への侵襲量と骨

露出量がそれぞれで著しく異なっている。 

本研究はそれぞれの手術法における顎発育を比較することで、手術における骨膜侵

襲と骨露出の意義を検討したものである。 

 

1）研究モデル、研究対象 

上顎の発育に影響を及ぼす因子として、患者本人がもつ劣成長の因子、口唇裂手術

による影響、口蓋裂手術による影響などが挙げられるが23)、遺伝的な要因を一律にす

ることは困難である。そのため、裂型や口唇裂手術、口蓋裂手術の時期、手術方法等

の条件をできる限り統一する必要があると考えられた。 

本研究では当科にて口唇裂手術、口蓋裂手術を行った片側性唇顎口蓋裂患者のう
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ち、症候群や重篤な合併症、成長に影響する疾患を有する症例を除いた症例を対象と

した。対象症例内での出生時データや手術時期、口蓋裂手術前の裂形態、資料採得の

時期に各群間での差は認められなかった（表1-5）。 

 

2）研究方法 

模型の計測点は、比較的経年的に変化しにくい定点であることが必要とされる。 

そのため、解剖学的に同定が容易な上顎結節点、切歯点、犬歯遠心点、第二大臼歯遠

心点を基準点と設定した24.25.26) 。乳犬歯未萌出の場合は犬歯窩点を、第二乳臼歯未萌

出の場合は、左右の最大歯槽幅径を示す点を結んだ線と同セグメントの歯槽頂線の交

点を基準点とした（図6）。この様に明確な計測点を設定することで長期的な歯槽の形

態変化を直接反映した計測値を得ることができていると考えられる。 

正面頭部X線規格写真を用いた分析における正中基準線の設定方法については様々

な見解がある。下顎変位症例や顔面非対称症例の分析を行う際、中顔面や頭蓋部にお

いても左右差が生じている可能性が高いという観点から、左右に認められる基準点を

用いず、鶏冠頸部の再狭窄点と前鼻棘を結んだ線を正中線と設定されている27)。 

本研究の対象が片側性唇顎口蓋裂患者であるため、少なからず左右の非対称が生じて

いると考えられるが、疾患の特性上、前鼻棘が形態的に偏位している可能性が高く、

前鼻棘を基準点として用いることは得策ではないと考えられた。 
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そのため、今回は左右の眼窩縁と斜眼窩縁の交点（Lo）を結んだ直線の垂線で、鶏冠

頸部の最も狭窄している部位（NC）を通るものを顔面の正中線と設定した21)。 

唇顎口蓋裂の咬合評価法として、Goslon Yardstick 28) や5-Year-Olds’Index 29) が国際標

準の咬合評価法として普及している。しかし、両評価とも概観的であり、細部まで明

確とはならず、また、白人種を前提とした分類であるため、異人種（日本人）に対し

て適応可能かという指摘もある30.31) 。 

これを補う評価方法としてHuddart / Bordenham Index 32) があり、乳歯列期咬合の水平

的被蓋関係を歯種別に数値化することで各部位の被蓋関係を客観的に評価することが

でき、咬合異常の細部をより明確にできるという利点がある。様々なModified Huddart 

/ Bordenham Index（MHB Index）が報告されており、スコアの評価点数が違うものや、

セグメントごとの評価を行う方法があるが33.34)、本研究では、それぞれの歯ごとにでき

るだけ細かい評価を行えるよう、L.M.Dobbynらにより開発されたMHB Index 22.35) を用

いることとした（図9）。 

評価は口腔外科医3名により、日を変えてそれぞれ2回ずつ咬合評価を行った 

評価者の評価者内検定、評価者間検定の結果は、どちらも全て0.91以上であり、perfect 

agreementであると解釈した。 

このことから、客観性のある信頼性の高い咬合評価を行うことができたと考える。 
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3）研究結果 

① 模型計測結果 

①-1）one-stage法（PB群 / SYP群）の検討 

PB群とSYP群の違いは、硬口蓋（犬歯部）にプレート固定を行うか否かである。 

成長に伴う両セグメント間の狭窄を防ぐ目的として、プレートによる固定が行われる

様になった。 

各計測結果を比較すると、犬歯間距離（CC’）と表面積において、SYP群が有意に大

きいという結果であった（表6,10）。 

成長率のグラフでみると、犬歯間距離、臼歯間距離はそれぞれ狭窄傾向を示すのに

対し、上顎結節部（幅径）ではそれほど狭窄を呈していない（図10-BCD）。 

このことから、one-stage法の術後に生じるセグメント間の狭窄は前方歯槽部に現れる

と考えられ、SYP法は犬歯部の狭窄を防ぐという点において、有効な方法であったと

推察される。 

①-2）one-stage法、two-stage法（PB群 / LF群）の検討 

 PB群とLF群の差は軟口蓋、硬口蓋の裂の閉鎖を1回（約1歳2か月）で行うか、軟口

蓋形成（約1歳）、硬口蓋閉鎖（約1歳6か月）の2回に分けて行うかの違いである。 

いずれも、硬口蓋に粘膜骨膜弁を形成して裂を閉鎖するため、広範囲の骨膜損傷や骨

面露出が生じる手術方法である。 
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two-stage法の1歳から1歳6か月の間は、軟口蓋部を閉鎖していることにより、裂部へ

の舌の陥入をある程度抑えるのではないかと推察される。前方に外科的この間の成長

は比較的自然成長に近いと考えられる。計測結果より、軟口蓋形成から硬口蓋閉鎖ま

での6か月間で裂幅が犬歯点間で約2mm、臼歯点間で約5mm程度狭くなることが明らか

となった（表5）。このことから、口蓋骨が裂方向へも成長していると推察され、それ

に伴って、裂の閉鎖に必要な骨膜剥離や骨面露出の範囲が小さくなると考えられた。 

各計測結果を比較すると、長径（A-TT’）、幅径（TT’）、犬歯間距離（CC’）、臼

歯間距離（MM’）、表面積においてLF群がPB群と比較して有意に大きい結果であった

（表6,10）。 

成長率のグラフでみると、3歳の時点で既に全ての項目において明らかな成長の差が

生じており、LF群が良好な成長を辿っている（図10-ABCD,12）。 

これらの結果から、口蓋裂手術時の骨膜損傷と骨面露出範囲が小さくなることで、全

体的な顎発育が良好となることが示唆された。 

これまでにも模型計測による顎発育の研究は多く報告されており、two-stage法を施

行することでone-stage法を行った場合と比較し、顎発育が良好であると言われている

25.26.37)。本研究も従来の報告と同様に、two-stage法の有用性を示す結果となった。 
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①-3）two-stage法（LF法 / VF法）の検討 

 LF群とVF群の差は硬口蓋に残存した裂を局所口蓋粘膜弁、口唇粘膜弁のいずれを

用いて閉鎖するかの違いである。LF法は硬口蓋に粘膜骨膜弁を形成して裂を閉鎖する

ため、ある程度の骨膜損傷や骨面露出が生じるが、VF法は裂周囲の約1.5mmのマージ

ン部のみ剥離操作を行い、裂上に口唇粘膜弁を補填するため骨面露出は生じない。 

各計測結果を比較すると、幅径（TT’）、犬歯間距離（CC’）、臼歯間距離

（MM’）、表面積においてVF群が有意に大きい結果であった（表6,10）。 

成長率のグラフでみると、犬歯点間距離・臼歯点間距離において、VF 群が持続的な

成長を辿るのに対し、LF 群、one-stage 群は狭窄傾向を示していた（図 10-C,D）。 

狭窄が生じる原因としては、粘膜骨膜弁形成時の骨膜損傷と骨面露出によって生じた瘢

痕拘縮が考えられる。患側、健側の比較より、その影響は 3 歳以降、患側セグメントに

生じてくることが明らかとなった（表 7 図 11）。 

これらの結果は角度計測の角 C’、角 M’の値にも反映されており (表 9)、口唇粘膜弁

を挿入することで、患側セグメントの内側方向への傾斜を抑える効果があるのではない

かと推察された。また、挿入した口唇粘膜弁自体も成長することが確認できた (表 12)。 

 VF法によって骨膜損傷や骨面露出を最小限に抑えることで、顎が良好な成長経過を

辿ることが明らかとなり、口蓋骨膜周辺の瘢痕化と成長抑制の関係性を明確に示す結

果となった。 
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② 骨格と歯列の位置関係の検討 

VF 群は LF 群と比較し、上下顎ともに正中の一致率が高かった。各種計測結果からも

VF 群は比較的良好な歯列弓形態を呈し、臼歯部の咬合状態も両側ともに正常咬合が多

いという結果が得られており、この結果と矛盾しない。LF 法は VF 法と比較すると顎

発育や咬合状態に問題を認めるが、LF 群で偏位が生じている症例においても、その程

度はごくわずかであったことから（表13）、two-stage 法を行うことで骨格的な顔面の正

中と歯列の正中の位置のずれを抑えることができているのではないかと考えられる。 

 

③ 咬合評価 

MHB Indexの結果は、PB群 (-11.85±3.70) < LF群 (-7.54±3.13) < VF群 (-4.22±3.28) で

あり、それぞれに有意差 (p<0.01) を認めた（表16）。各種計測結果からも、PB群 < 

LF群 < VF群の順に良好な成長経過を辿ることが明らかとなっている。3歳以降にVF群

の患側の成長が著しいことから、患側が良好に成長することで、臼歯部の咬合関係が

改善されたと考えられる（図14）。 

日本人に対して5-Year-Olds’Indexを用いたtwo-stage法の有用性の検討は様々な施設で

行われており、 two-stsge法を行うことで咬合関係が良好となると報告されている

30.31.37)。本研究においても従来の報告と同様にtwo-stage法の有用性を示す結果となっ

た。また、VF法を用いることより、更に良好な咬合関係を得ることが示唆された。 
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結語 

two-stage 法の硬口蓋形成の際に VF 法を用いることで、患側セグメントにおいて、

従来法と比較し、より良好な上顎の成長経過を辿ることが示された。 

各計測結果は、PB 群＜SYP 群＜LF 群＜VF 群の順で良好な発育を呈していた。 

これは、口蓋形成時の骨膜損傷と術後の骨面露出の程度に相関していた。 

片側性唇顎口蓋裂における口唇粘膜弁を用いた早期二期的口蓋裂手術適用は、従来の

方法と比較して顎発育に関する影響が少なく、良好な発育を呈すると考えられる。 
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図１ PB 法による口蓋形成術の術式 

a：切開線       

b：粘膜骨膜弁を形成し、大口蓋神経血管束まで剥離を行う 

c：鼻腔側の閉鎖を行い、口蓋帆挙筋を再建する  

d：粘膜骨膜弁同士を縫合し、軟口蓋を後ろに引き下げる 

 

 

図 2 SYP 法によるプレート固定の術式 

鼻腔側閉鎖後、犬歯相当部をチタンプレートにて固定する 
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図 3 Furlow 法を用いた軟口蓋形成術の術式（two-stage 法） 

a：披裂縁切開、Langenbeck の減張切開を加える       

b：切開部から剥離操作を行う 

c：左側に口蓋帆挙筋を含んだ粘膜筋肉弁、右側に粘膜弁を形成する  

d：鼻腔側、口腔側に互いに相対するＺ形成を行う      

e：鼻腔側の閉鎖を行い、口蓋帆挙筋を重ねて再建する 

f：口腔側の閉鎖を行い、軟口蓋を延長する 
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図 4 LF 法を用いた硬口蓋閉鎖術の術式 

a：裂周囲に披裂縁切開を加える         

b：粘膜骨膜弁を形成し、剥離操作を行う              

c：鼻腔側の閉鎖を行う                  

d：口腔側の縫合を行い、裂を閉鎖する 
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図 5 VF 法を用いた硬口蓋閉鎖術の術式 

a：裂周囲に披裂縁切開を加える            

b：鼻腔側の閉鎖を行う 

c：口唇粘膜弁を形成する                 

d：口唇粘膜弁で裂の閉鎖を行う 
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表 1 研究対象の人数、性差、裂側 

本研究の対象症例を示す。 

手術法によって VF 群、LF 群、SYP 群、PB 群の 4 群に分けられている。 

本研究では裂側や性差ごとの比較は行っておらず、4 群での比較検討を行っている。 

どの群においても性別では男性が多く、裂側は左側が多い傾向にあった。 

 

 

 

 

 

                            

表 2 出生時データ 

それぞれの出生時データを示す。 

Kruskal‒Wallis test にて p<0.05 を有意差ありとした。 

在胎週数は約 39 週（39.3±1.2 週）、出生体重は約 3100ｇ（3126.5±452.7ｇ）であり、 

各群間での差は認められなかった。 
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表 3 手術時期 

それぞれの手術時期を示す。 

Kruskal‒Wallis test および Student t-test にて p<0.05 を有意差ありとした。 

口唇形成術は生後約 3 か月（3.3±0.9 か月）に行われ、各群間での差は認めなかった。 

口蓋裂手術は、一期的手術である PB 群、SYP 群は生後約 14 か月で軟口蓋、硬口蓋の閉鎖 

が行われ、早期二期的手術である VF 群、LF 群では生後約 12 か月で軟口蓋形成、生後約

18 か月で硬口蓋閉鎖が行われていた。口蓋裂手術の施行時期に各群間での差は認めなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 表４ 研究資料採取時期                           

それぞれの資料採取を行った時期を示す。 

Kruskal‒Wallis test および Student t-test にて p<0.05 を有意差ありとした。 

印象採得時期に各群間での差は認められなかった。 

正面頭部 X 線規格写真の撮影時期に群間での差は認められなかった。 



   

 

37 

 

 

       1 歳時                 1 歳 6 か月時 

 

 3 歳 / 5 歳時（PB 群 / SYP 群 / LF 群）        3 歳 / 5 歳時（VF 群） 

図 6 模型計測の計測点 

<計測点> 

A：切歯点                

C：major segment の乳犬歯遠心点       

C’: minor segment の乳犬歯遠心点  

M：major segment の第二乳臼歯遠心点      

M’: minor segment の第二乳臼歯遠心点 

T：major segment の上顎結節点        

T’: minor segment の上顎結節点  

 

※乳犬歯未萌出の場合は犬歯窩点を C / C’とする。 

第二乳臼歯未萌出の場合は、左右の最大歯槽幅径を示す点を結んだ線と同セグメント

の歯槽頂線の交点を M / M’とする。 
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a:口唇粘膜弁基部の major segment 側     

a’:口唇粘膜弁基部の minor segment 側 

c/c’:C-C’を結んだ直線が裂縁、瘢痕上、口唇粘膜弁辺縁を通る点 

m/m’:M-M’を結んだ直線が裂縁、瘢痕上、口唇粘膜弁辺縁を通る点        

t/t’:T-T’を結んだ直線が裂縁を通る点 

f:口唇粘膜弁の最端点 

 

<計測項目> 

裂幅：cc’ / mm’ / tt’ 

長径：A-TT’ 

幅径：TT’ 

犬歯間距離：CC’（健側：Cc / 患側：C’c’） 

   VF 群の Flap を含めた患側長：C’c 

臼歯間距離：MM’（健側：Mm / 患側：M’m’） 

VF 群の Flap を含めた患側長：M’m 

 

 

 

 

 

     

 図 7 口蓋の深さ 

dc:犬歯部（A-TT’と CC’の交点）における口蓋の深さ 

dm:臼歯部（A-TT’と MM’の交点）における口蓋の深さ 

 

  ※歯頚部の位置から口蓋の再深点までの深さとする。 
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図 8 角度計測項目 

 

 

 

 

図 9 咬合評価 

MHB（Modified Haddat / Bordenham) Index を用いた咬合評価を行った。 

顎裂の存在する B（B’）を除いた全ての歯を-3 点から+1 点にスコア化し、その合計を

MHB スコアとした。 
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表 5 口蓋裂手術前の裂の幅の計測結果 

口蓋裂手術前（1 歳、1 歳 6 か月時）の裂幅の測定結果を示す。 

Kruskal‒Wallis test および Student t-test にて p<0.05 を有意差ありとした。 

1 歳時の㏄’は平均 6.65±3.0 ㎜、mm’は 11.85±3.27 ㎜、tt’は 12.77±2.55 ㎜であった。そ

れぞれの群間に差は認められなかった。 

また、1 歳 6 か月時の cc’は 4.26±2.32 ㎜、mm’は 6.44±3.39 ㎜であった。 

VF 群、LF 群の間に差は認められなかった。 
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                                                              p<0.05 *  p<0.01 ** 

表６ 模型の計測結果 

模型の計測結果（長径、幅径、犬歯間距離、臼歯間距離）を示す。 

repeated measure two-factor ANOVA post-hoc Tukey-Kramer 法にて p<0.05 を有意差あり

とした。 

A-TT’は VF 群と PB 群、LF 群と PB 群の間に有意な差（p<0.01）を認めた 

TT’は VF 群が他の 3 群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。 

また、LF 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めた。 

CC’は VF 群では他の 3 群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。 

また、LF 群と PB 群、SYP 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めている。 

MM’は VF 群では他の 3 群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。 

また、LF 群と SYP 群、LF 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めている。 
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A:長径                    B:幅径      

   

      C:犬歯間距離                 D:臼歯間距離                                                                                 

                           

図 10 成長率   

長径、幅径、犬歯間距離、臼歯間距離の 1 歳から 5 歳までの成長率のグラフを示す。 

グラフは、１歳時点の結果を 100％とした場合の成長率を示している。 

ATT’では two-stage 法と one-stage 法で明らかな成長の差が見受けられた。 

TT’では two-stage 法と one-stage 法で 3 歳の時点で明らかな成長の差を認めた。 

CC’/MM’では one-stage 法において、成長伴い徐々に狭窄が認められた。 

LF 群においても one-stage 法と比較すると軽度ではあるが 1 歳 6 か月以降、狭窄傾向を

示していた。しかし、VF 群は他群の様に狭窄傾向を示すことなく、良好な成長経過を

辿っていた。 
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                           p<0.05 *  p<0.01 ** 

 

表 7 予測された術後形態と 3 歳、5 歳時の患側、健側の計測結果 

犬歯間距離、臼歯間距離を患側、健側に分けて計測（予測）した結果を示す。 

repeated measure two-factor ANOVA  post-hoc  Tukey-Kramer 法にて p<0.05 を有意差あ

りとした。 

術後の健側長は計測値-1.5 ㎜、口唇粘膜弁を含めた患側長は計測値+裂幅+1.5 ㎜と仮定

した。 

犬歯間では患側、健側の成長に有意差は認められなかった。 

臼歯間では患側の成長に有意差（p<0.01）を認めた。 
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     犬歯間（患側）             犬歯間（健側）  

 

     臼歯間（患側）             臼歯間（健側）  

                         

図 11 患側、健側の成長率  

犬歯間距離、臼歯間距離の成長率を患側、健側に分けて示す。 

犬歯間では有意差は認めなかったものの 3 歳以降、VF 群の患側の成長が良好である 

傾向にあった。 

臼歯間では患側に有意差（p<0.01）を認め、3 歳以降の VF 群の患側の成長が良好であ

った。 
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表 8 口蓋の深さ 

口蓋の深さ（犬歯部、臼歯部）の計測結果を示す。 

repeated measure two-factor ANOVA にて p<0.05 を有意差ありとした。 

犬歯部、臼歯部ともに統計学的有意差は認められなかったものの、PB 群＜SYP 群＜LF

群＜VF 群の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

46 

 

 

                          ｐ<0.05 *  ｐ<0.01 ** 

表 9 角度計測 

角度計測の結果を示す。 

repeated measure two-factor ANOVA  post-hoc  Tukey-Kramer 法にて p<0.05 を有意差あ

りとした。 

健側後方セグメント、健側前方セグメント、切歯角にそれぞれの群間での差は認めなか

った。 

しかし、患側では前方セグメントの VF 群と LF 群、VF 群と SYP 群（p<0.05）、VF 群と

PB 群（p<0.01）の間、後方セグメントの VF 群と LF 群（p<0.05）、VF 群と SYP 群、VF

群と PB 群（p<0.01）の間に有意な差が生じていた。 
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p<0.05 *  p<0.01 ** 

表 10 表面積の計測結果 

表面積の計測結果を示す。 

repeated measure two-factor ANOVA  post-hoc  Tukey-Kramer 法にて p<0.05 を有意差あ

りとした。 

VF 群は他群と比較して有意に大きい値（p<0.01）を示していた。 

また、LF 群と PB 群、SYP 群と PB 群の間にも有意な差（p<0.01）を認めた。 

 

 

 

 

 

図 12 表面積の成長率 

表面積の成長率をグラフで示す 

3 歳の時点ですでに one-stage 群と、two-stage 群の間に大きな発育の差が生じており、 

3 歳以降では VF 群の成長が著しく良好であった 
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ｐ<0.05 *  ｐ<0.01 ** 

表 11 表面積の患側、健側ごとの計測結果                  

repeated measure two-factor ANOVA にて p<0.05 を有意差ありとした。 

患側の成長に有意な差を認めた。 

 

 

 

 

 

        

       患側                  健側 

                                

図 13 表面積の患側、健側ごとの成長率 

犬歯間距離、臼歯間距離の成長率を患側、健側に分けて示す。 

3 歳以降、VF 群の患側が著しく成長していることが分かった。 
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表 12 口唇粘膜弁の計測結果 

3 歳、5 歳の口唇粘膜弁の計測結果を示す。 

犬歯部を除く全ての部位で口唇粘膜弁の拡大が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 顔面正中に対する上下顎 AA’の偏位量の計測結果 

顔面の正中性を基準とした際の上下顎 AA‘中点の偏位量の計測結果を示す。 

Student t-test にて p<0.05 を有意差ありとした。 

VF 群 LF 群間に有意差は生じておらず、偏位が生じている症例においてもその程度はごく

わずかであった。 
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表 14 評価者内検定 

評価者内検定の結果を示す。 

重み付き kappa 係数（2 次の重み付け）を用いて評価を行った。 

結果は perfect agreement であった。 

 

 

 

 

 

表 15 評価者間検定 

評価者間検定の結果を示す。 

重み付き kappa 係数（2 次の重み付け）を用いて評価を行った。 

結果は perfect agreement であった。 
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表 16 MHB Index                         

1 歯ごとのスコアを示す。 

Kruskal‒Wallis test post-hoc Steel-Dwass 法にて p<0.05 を有意差ありとした。 

Total Score において VF 群が最も良好な値を示していた。VF 群と他群、LF 群と SYP

群に有意な差を認めた。 

全ての歯において、VF 群が有意に高いスコアを示しており、全顎的に良好な被蓋関係

得ていることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  p<0.05 *  p<0.01 ** 
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図 14 スコアの分布 

 

それぞれの歯のスコアを術式ごとにグラフ化した。 

どの症例も前歯部は反対咬合を呈しやすい傾向にあった。 

臼歯部においては、VF 群が両側ともに比較的正常咬合を呈し

ているのに対し、LF 群は患側のみ反対咬合である症例が 

多く、PB 群は両側ともに反対咬合となる症例が多かった。 


